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静　岡　県　工　業　用　水　道

給　水　の　ご　案　内

工業用水道から給水を希望される方へ
静岡県下10市町に給水している県の工業用水道事業では、この地域に立地される企業の皆様が必要とされる工業用水を少ない負担で安定的に給水できますよう努めております。

お気軽に、ご相談ください。
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１.　事　業　概　要
令和４年４月現在

	事業名
	現況施設能力

（ｍ３／日）
	現在給水している区域

	柿田川
工業用水道
	100,000
	沼津市、三島市、長泉町、清水町

	ふじさん
工業用水道
	原水
	214,000
	富士市

	
	浄水
	793,100
	静岡市、富士市

	静　　　清

工業用水道
	96,000
	静岡市

	中　　　遠

工業用水道
	60,000
	磐田市、袋井市

	西　　　遠

工業用水道
	172,500
	浜松市

	湖　　　西

工業用水道
	30,690
	湖西市


＊　現在、給水している区域でも、地域により給水できない場合があります。詳しくは関係事務所（裏表紙に連絡先を記載）まで、お問い合わせください。

２.　給　水　の　概　要
　本県工業用水道は、適正で効率的な運営によって、低廉かつ安定的な工業用水を供給するため、次のような条件により、ご利用頂いております。

契約の内容となる定型約款は、給水契約の条件等を定めた「静岡県工業用水道及び水道の使用料等に関する条例」及び「静岡県工業用水道及び水道給水規程」です。今後、条例改正があった場合は、改正後の内容が契約内容となります（料金値上げ等、受水事業所に不利益となる変更も有り得ます。）
給　水　対　象
· 本県工業用水道から給水を受けることができる事業所は、原則として製造業（物品の加工、修理業を含む）を営むものです。

· 契約量は１か月当り3,000立方メートル以上（１日当たり100立方メートル以上）です。

　ただし、上記以外でも、特別の事情により給水する必要があると認められる場合は、工業用以外の用途の水（雑用水）についても供給しますので、ご相談ください。

· 雑用水について

· 学校やごみ焼却施設等の公共施設をはじめ、建築現場や商業施設、植物工場等の農業用施設、公園などで利用可能です

· 工業用水の供給に余裕がある場合に、暫定的に供給されることになっており、工業用水を優先的に供給します

· 契約量の決まりはありません

給　水　申　込

· 給水を希望される事業所は、１か月の予定受水量（１日当たりの予定受水量）を定め、県企業局（裏表紙に連絡先を記載）に申請し、その承認を受けて給水することとなります。

給　水　施　設

◎　受水者には、24時間均等に受水するための自由水面を有する受水槽を設置することを原則としています。なお、受水方法については、条件により別の方法についても検討できる場合もあります。

◎　給水施設は、受水者の用地内に受水者の負担で設置していただきます。

緊　急　時

◎　工業用水道配水管に事故等緊急事態が発生した場合、緊急に断水することがあります。

　　それにより生じた損害に対しては、県は、その責を負いません。

供　給　水　質


◎　本県工業用水道では以下の水質で工業用水を供給しました。

柿田川工業用水道　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成28～令和2年度）

	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	15.1
	0.1
	7.4
	47.3
	51.2
	133
	5.6
	<　0.03
	<　0.02

	最大
	17.3
	8.5
	7.9
	52.0
	60.6
	199
	6.5
	0.08
	<　0.02

	最小
	12.0
	0.0
	6.7
	39.6
	35.6
	100
	4.5
	　<　0.03
	<　0.02


ふじさん工業用水道（原水）
	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	13.1
	5.0
	7.6
	41.6
	45.0
	124
	9.2
	0.11
	<　0.01

	最大
	21.0
	1,898.0
	7.8
	91.0
	117.0
	353
	15.3
	12.21
	0.31

	最小
	8.5
	0.0
	7.2
	19.9
	25.8
	85
	4.3
	＜　0.01
	<　0.01


ふじさん工業用水道（浄水）（厚原浄水場）
	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	15.6
	2.6
	7.5
	47.3
	66.1
	129
	8.6
	0.10
	<　0.02

	最大
	27.6
	5.1
	8.0
	59.5
	81.7
	169
	14.0
	0.30
	0.05

	最小
	1.8
	0.0
	7.0
	32.2
	44.0
	88
	3.1
	<　0.01
	<　0.01


ふじさん工業用水道（浄水）（富士川浄水場）
	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	15.4
	1.1
	7.5
	46.9
	66.1
	126
	9.0
	0.05
	<　0.01

	最大
	27.4
	4.4
	8.0
	57.9
	83.9
	163
	17.5
	0.13
	0.02

	最小
	5.0
	0.2
	7.0
	31.9
	43.0
	70
	4.0
	　0.01
	<　0.01


静清工業用水道
	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	14.7
	0.1
	7.2
	53.7
	78.6
	122
	2.5
	<　0.01
	<　0.01

	最大
	20.4
	1.5
	7.9
	63.0
	91.5
	170
	6.3
	0.06
	<　0.02

	最小
	9.0
	0.0
	6.8
	46.9
	60.0
	90
	1.0
	<　0.01
	<　0.01


中遠工業用水道
	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	17.0
	0.3
	7.4
	31.8
	41.0
	76
	8.4
	<　0.03
	<　0.02

	最大
	27.3
	2.2
	7.7
	40.3
	　51.6
	110
	11.7
	0.10
	0.09

	最小
	5.9
	0.0
	6.9
	21.3
	31.2
	51
	6.4
	<　0.03
	<　0.02


西遠工業用水道（初生浄水場）
	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	16.6
	0.7
	7.1
	32.8
	42.0
	78
	6.7
	　0.02
	<　0.02

	最大
	27.9
	3.7
	8.3
	40.8
	52.0
	132
	10.0
	0.13
	0.06

	最小
	5.3
	0.0
	6.5
	20.8
	19.3
	44
	3.4
	<　0.03
	<　0.02


西遠工業用水道（神原浄水場）
	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	19.9
	0.4
	7.4
	33.7
	43.3
	78
	6.3
	<　0.03
	<　0.02

	最大
	30.1
	6.5
	8.1
	46.4
	52.4
	128
	10.4
	0.07
	0.00

	最小
	7.1
	0.0
	0.8
	24.9
	27.0
	50
	3.5
	<　0.03
	<　0.02


湖西工業用水道
	水質
	水温
	濁度
	ｐH
	酸消費量
	全硬度
	全蒸発残留物
	塩化物ｲｵﾝ
	鉄
	マンガン

	単位
	℃
	度
	
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l
	mg/l

	標準値
	
	20度以下
	6.5<pH<8.0
	75mg/l以下
	120mg/l以下
	250mg/l以下
	80mg/l以下
	0.3mg/l以下
	0.2mg/l以下

	平均
	15.5
	0.7
	7.5
	18.5
	19.6
	43
	3.9
	0.03
	<　0.02

	最大
	28.3
	4.5
	8.5
	37.3
	40.8
	84
	7.8
	0.46
	　0.07

	最小
	5.0
	0.1
	6.5
	10.4
	11.4
	16
	1.9
	<　0.03
	<　0.02


※　最新の水質検査データは、企業局ホームページに掲載しています。
※　詳細については関係事務所（裏表紙参照）にお問い合わせ下さい。※　県企業局配水管未端での最小水圧は、0.07MＰａ（0.7kg/cm2）を保証します。

３.　料　金　の　し　く　み

料　金　制　度
〇本県工業用水道の料金制度には「責任水量制」と「二部料金制」があり、事業ごとに異なります。
	責任水量制
	事業別に定められた1ｍ3当たり基本使用料金を基に、使用水量が契約水量に満たない場合でも、契約水量に応じて料金をいただきます。

	二部料金制
	定められた1ｍ3当たりの基本料金に契約水量を乗じた額と、1ｍ3当たりの使用料金に実際の使用水量を乗じた額を合算した料金をいただきます。


　どちらの制度でも、使用水量が契約水量を超過した場合には、超過分に応じた超過料金をいただきます。
〇契約後の「減量」又は「廃止」は原則として認めておりません。
　　工業用水道事業は独立採算制で、受水者からの料金収入により、施設整備と維持管理を行っています。各受水者の水需要に基づき、大規模な投資を行っていることから、契約後の「減量」又は「廃止」は、料金の値上げにつながり、他の受水者に負担を強いることとなるので、原則的に認められません（雑用水を除く。）

　 　例外となる場合は、以下のとおりです。

	減量
	· 増量分を減量する場合（契約時の水量（基準水量）を下回ることはできません）

· 減量する水量以上の水量を新たに受水する企業があり、工業用水道協力会を通じて同時に申し出た場合

※工業用水道協力会がない柿田川、西遠工水は準用

	廃止
	· 倒産、工場閉鎖、給水区域外への移転又は工業用水を全く使用しない業種への転換の場合

· 給水開始後10年以上経過し、過去１年間給水実績が無く、将来の給水見込も無い場合

※一度廃止すると、特段の事情がある場合を除いて、給水を再開することはできません


〇料金の算出は１か月単位です。
毎月25日（土、日曜日に該当する場合は翌営業日）に検針を行い、各工業用水道の料金単価（次頁参照）により算出します。
納入については、納入通知書に記載の納入期限までにお願いすることとなります。
〇各工業用水道の使用料金等については、「静岡県工業用水道及び水道の使用料等に関する条例」に定められています。
各工業用水道の料金　　　　　　　　　　　　（単位：円／ｍ３）税抜き

	事業名
	料金制度
	基本使用料金
	基本料金
	使用料金
	超過料金

	柿田川
	責任水量制
	１０．０
	―
	―
	２０．０

	ふじさん
	原水
	責任水量制
	１２．４
	―
	―
	２４．８

	
	
	二部料金制
	―
	１１．０
	１．４
	２４．８

	
	浄水
	責任水量制
	２１．６
	―
	―
	４３．２

	
	
	二部料金制
	―
	１７．０
	４．６
	４３．２

	静　　清
	責任水量制
	２６．０
	―
	―
	５２．０

	中　　遠
	二部料金制
	―
	３２．０
	１２．０
	８８．０

	西　　遠
	責任水量制
	３２．０
	―
	―
	６４．０

	湖　　西
	責任水量制
	３２．０
	―
	―
	６４．０


※　ふじさん工業用水道については「責任水量制」「二部料金制」を選択可能

料　金　算　出　式

≪ふじさん、静清、西遠、湖西工業用水道≫（責任水量制）

・基本使用料金

基本使用水量（ｍ３／月）×基本使用料金単価（円／ｍ３）･･･ａ

・超過料金

超過水量（ｍ３）×超過料金単価（円／ｍ３）･･･ｂ

・請求額

（ａ＋ｂ）× 1.1(消費税率)

＜月額計算例１＞

静清工業用水道において、契約水量10,000ｍ３／月で月に8,000

ｍ３使用

10,000ｍ３×20円×1.1＝220,000円

＜月額計算例２＞

西遠工業用水道において、契約水量5,000ｍ３／月で月に6,000

ｍ３使用

(5,000ｍ３×32円＋(6,000ｍ３－5,000ｍ３)×64円)×1.1

　　　　　　　超過水量
＝246,400円　
≪柿田川工業用水道≫（責任水量制）

・基本使用料金

基本使用水量（ｍ３／日）×実日数×基本使用料金単価（円／ｍ３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･･･ａ
・超過料金

超過水量（ｍ３）×超過料金単価（円／ｍ３）･･･ｂ

・請求額

（ａ＋ｂ）× 1.1(消費税)

＜月額計算例１＞

契約水量1,000ｍ３／日で実日数30日の月に20,000ｍ３使用

20,000ｍ３＜30,000ｍ３(＝1,000ｍ３／日×30日)であるので超

過水量なし

1,000ｍ３／日×30日×10円×1.1＝330,000円

＜月額計算例２＞

契約水量500ｍ３／日で実日数31日の月に30,000ｍ３使用

30,000ｍ３＞15,500ｍ３(＝500ｍ３／日×31日)であるので超過

水量あり

(500ｍ３／日×31日×10円＋(30,000ｍ３－15,500ｍ３)×20円)　　　　　　　　　超過水量　　　　　　　

×1.1＝489,500円
≪ふじさん、中遠工業用水道≫（二部料金制）

・基本料金

基本水量（ｍ３／日）×実日数×基本料金単価（円／ｍ３）･･･ａ

・使用料金

使用水量（ｍ３）×使用料金単価（円／ｍ３）･･･ｂ

・超過料金

超過水量（ｍ３）×超過料金単価（円／ｍ３）･･･ｃ

・請求額

（ａ＋ｂ＋ｃ）× 1.1(消費税)

＜月額計算例１＞

ふじさん工業用水道（原水）において、契約水量200ｍ３／日で

実日数30日の月に5,000ｍ３使用

5,000ｍ３＜6,000ｍ３(＝200ｍ３／日×30日)であるので超過水

量なし

(200ｍ３／日×30日×17円＋5,000ｍ３×4.6円)×1.1

　　基本料金　　　　　　　使用料金
＝137,500円
＜月額計算例２＞

中遠工業用水道において、契約水量100ｍ３／日で実日数31日の

月に4,000ｍ３使用

4,000ｍ３＞3,100ｍ３(＝100ｍ３／日×31日)であるので超過水

量あり

 (100ｍ３／日×31日×32円＋100ｍ３／日×31日×12円 

基本料金（99,200円）　　　契約水量内の使用料金（37,200円）
＋(4,000ｍ３－100ｍ３／日×31日)×88円)×1.1

　　超過水量分の超過料金（79,200円）
＝237,160円
４.　受水にかかる費用













　受水にあたっては、企業の皆様方が必要とされる水を安定的に受水していただくため、次のような費用の負担が必要となります。

配水管路延伸費用



既設の配水管から受水事業所用地までの配水管延伸に伴う費用は、原則受水者に負担していただきますが、新規受水の際には、企業局が契約水量に応じて費用の一部を負担する制度もございます。この制度を利用する場合、受水事業所に隣接する公道上までの配水管は、企業局が施工します。また、配水管の完成後は企業局で維持管理を行うため、企業局に寄付していただきます。

配水管路延伸費用については、受水事業所の所在地、布設管の口径などにより変動しますので、事務所までお問い合わせください。

事業所用地内は受水者の施工となります。

	企業局負担制度
	　
	　

	区　　分
	契約水量1ｍ3当たりの企業局負担限度額

	柿田川工業用水道
	37,000円

	ふじさん工業用水道
	原水
	（基本水量を定めた方）
	（基本使用水量を定めた方）

	
	
	40,000円
	45,000円

	
	浄水
	（基本水量を定めた方）
	（基本使用水量を定めた方）

	
	
	62,000円
	78,000円

	静清工業用水道
	72,000円

	中遠工業用水道
	117,000円

	西遠工業用水道
	115,000円

	湖西工業用水道
	115,000円


給水施設工事検査手数料


工業用水を受水するために必要となる事業所内の給水施設工事の検査手数料が１回につき２千円必要となります。




その他
参考
　契約水量による布設管の口径決定表

	予定契約水量(日／m3)
	口径(mm)

	１００～　３００
	φ５０

	２００～　６００
	φ７５

	４００～１,０００
	φ１００

	６００～１,８００
	φ１２５

	８００～２,４００
	φ１５０

	　１,４５０～４,８００
	φ２００


　　　上記の表は、あくまで目安であって、水理計算が必要です。

５.　給水を開始するまで
　本県工業用水から給水するまでに、次のような書類手続きが必要となります。給水するまでには、事業所の所在地及び給水量により長期間を要する場合もありますのでお早めにお申し込みください。
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給水申し込み



　給水施設工事内容の確認
　　（各関係事務所）　様式－１，２号
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　給水量・給水開始時期の確認





	管理者の承認



　給水決定の通知　（本庁
）


　給水契約の締結



　


	　給水施設工事承認申請



　［申請者施工分給水施設工事のチェック］　　　　　

　　　　　（各関係事務所）　　様式－14号

	管理者の承認

	工事着手

	工事着手

	工事完了

	給水施設工事完了届


　　　　　給水施設完了検査　　様式－15号


　（各関係事務所）

	工事負担金納入


(企業局負担限度額超過の場合)
	合格通知

	施設寄付



	給水開始






　　　様式－17号
～給水施設工事承認申請書の内容確認事項～

＜申請書の資料内容＞


　給水施設工事承認申請を要する範囲は県の配水施設に接続する給水管から、自由水面を有する受水槽までとする。

　１）給水施設工事承認申請書　　様式第14号



　２）図面　

①位置図②平面図③配管図④縦横断図⑤横断図面⑥構造図

⑦配管系統図


　３）水理計算書及び仕様書等


＜配　　　管＞



　１）管径　

水理計算により決定すること。（契約水量で適正な流速が確保されていること）



　２）管の種類


①　布設する場所の地質、荷重、水圧等を将来にわたって考

慮し、選定すること。

②　量水器前後の配管は前部で管径の10倍以上、後部で管径

の５倍以上の直線区間を設けることを原則とする。

③　配管は、できるだけ損失水頭のないよう考慮し、保証水

圧ぎりぎりとなった場合でも受水に障害とならないよう

計画すること。

④　管路の凸部、逆止弁の設置部等必要な箇所に空気弁を設

けること。

⑤　排水弁施設は量水器の後方に設置し、排水の流末を明示

すること。

⑥　企業局の配水管に悪影響をおよぼすポンプ等を受水槽以

　　前の配管に直結するような配管は認めない。

⑦　工業用水は浄水場においてろ過は行っていないため必要

　　に応じ受水者側でストレーナーやろ過装置を設置するこ

と。

＜量　水　器＞



1） 計量法に基く器種を選定し、基準流量範囲で計測すること。


（取り扱い等も、計量法に基くものとする。）

2） 1,000ｍ3／日以上受水する場合は、自動記録装置を併設すること。

3） 責任分界点に可能な限り近付け、量水器を設置すること。

４）検針及び点検がしやすく、汚水の入らない構造とすること。

＜受　水　槽＞


1） 受水槽は堅固な構造とし、容量計算書に基づく均等受水を可能にする容量を有するものとする。ただし、容量の計算結果が１時間以下の場合は最低１時間の滞留時間を有するものとする。

2） 流入管は落し込み方式とし、高水位と落し込み口との間隔は５cm以上とする。

＜そ　の　他＞


１）　工事施工前に工事実施工法、工程等について工事現場責任者

　　　とともに各関係事務所と打合せを行い、指示を受けること。２）　工事完了後、完了届等を各事務所長に提出し検査を受けるこ

と。

６.　給水施設一般図

[image: image1]
注意！給水施設の管理について
「官民境界線」とは、施工及び維持管理における企業局と使用者との責任分岐点のことです。当該境界線から使用者側の給水施設は、定期的な点検のほか日常の維持管理をしっかりと行ってください。万一、故障等が発生し、水量が例月よりも多い場合においても、使用料金の減免は行いません。」
７.　工業用水利用促進インセンティブ制度
より多くの事業所に工業用水を利用していただくため、工業用水の利用を希望する事業所をご紹介いただき、給水契約締結にいたった場合に謝礼を支払う成功報酬型の紹介制度「工業用水利用促進インセンティブ制度」があります。
対　象　者
・建築業法の許可を受けて建設業を営む事業者
・建築士法の登録をして設計等を行うことを業とする事業者
・宅地建物取引業法の免許を受け宅地建物取引業を営む事業者
・金融機関、企業支援事業者
・企業局が管理する工業用水のユーザー
詳細は企業局経営課までお問い合わせください。
制度の流れ
①　情報提供者から企業局へ給水希望事業者の情報を提供
②　企業局から給水希望事業者へ利用の意向を確認
③　企業局と給水希望事業者との間で３年以内に給水契約を締結
④　情報提供者へ謝礼の支払い（既存ユーザーの場合は使用料金を減免する）
成功報酬
報酬単価は契約水量（日量）１㎥あたりの額となります
	柿田川
	ふじさん
	静　清
	中遠･西遠･湖西

	
	原水
	浄水
	
	

	３００円
	３３０円
	５１０円
	６００円
	９６０円


＜参考例＞

中遠工業用水で1,000㎥/日の給水契約にいたった場合

　960円×1,000㎥＝960,000円をお支払いします。

　（既存ユーザーは該当月から960,000円減免となります。）

　　　

静岡県工業用水道及び水道給水規程

○静岡県工業用水道及び水道給水規程
昭和44年４月１日
企業局管理規程第６号
静岡県工業用水道及び水道給水規程をここに制定する。
静岡県工業用水道及び水道給水規程
静岡県工業用水道給水規程(昭和42年静岡県事業部管理規程第６号)の全部を改正する。
(趣旨)
第１条　この規程は、静岡県公営企業の設置等に関する条例(昭和42年静岡県条例第24号)第１条第１号及び第２号に規定する工業用水道事業及び水道事業による給水に関し、別に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。
(用語の意義)
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1)　中遠工業用水　静岡県中遠工業用水道から供給される水をいう。
(2)　ふじさん工業用水　静岡県ふじさん工業用水道から供給される水をいう。
(3)　柿田川等工業用水　静岡県柿田川工業用水道、静岡県静清工業用水道、静岡県西遠工業用水道及び静岡県湖西工業用水道から供給される水をいう。
(4)　水道用水　静岡県駿豆水道、静岡県榛南水道及び静岡県遠州水道から供給される水をいう。
(5)　給水施設
ア　工業用水道にあつては、分岐弁に接続する給水管以下自由水面をもつ受水槽までの給水設備をいう。
イ　水道にあつては、量水器に接続する給水管、配水池等の主要設備をいう。
(6)　給水年度　３月26日から翌年３月25日までの期間をいう。
(工業用水の給水対象)
第３条　中遠工業用水の給水の対象は、１給水先につき、１日100立方メートル以上の中遠工業用水を、ふじさん工業用水の給水の対象は、１給水先につき、１日100立方メートル以上又は１箇月3,000立方メートル以上のふじさん工業用水を、柿田川等工業用水の給水の対象は、１給水先につき、１箇月3,000立方メートル以上の柿田川等工業用水をそれぞれ使用する者とする。ただし、管理者が特に必要と認めるときは、この限りでない。
(工業用水の給水申請)
第４条　中遠工業用水の給水を受けようとする者は、１日の予定する基本水量を定め、工業用水基本水量給水承認申請書(様式第1号)により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。
２　ふじさん工業用水の給水を受けようとする者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。
(1)　１日の予定する基本水量を定めた者は、工業用水基本水量給水承認申請書(様式第１号)
(2)　１箇月の予定する基本使用水量を定めた者は、工業用水基本使用水量給水承認申請書(様式第２号)
３　柿田川等工業用水の給水を受けようとする者は、１箇月の予定する基本使用水量を定め、工業用水基本使用水量給水承認申請書(様式第２号)により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。
４　管理者は、基本水量又は基本使用水量を決定しようとするときは、前３項の規定により申請した者と別に定める給水契約を締結するものとする。
(水道用水の給水申請)
第５条　水道用水の給水を受けようとする者は、別に管理者が定める計画給水量に基づき、１日の予定する基本水量を定め、水道用水基本水量給水承認申請書(様式第３号)により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。
(基本水量又は基本使用水量の決定)
第６条　管理者は、前2条の申請があつた場合において、給水能力に余裕がないとき、その他正当な理由があるときを除き、申請者が予定する基本水量又は基本使用水量の範囲内で基本水量又は基本使用水量を決定し、給水決定通知書(様式第６号)により申請者に通知するものとする。
(月別使用水量計画書の提出)
第７条　水道用水を受水する者は、毎年翌給水年度開始３月前までに翌給水年度の月別使用水量計画書(様式第７号)を管理者に提出しなければならない。
(基本水量又は基本使用水量の変更)
第８条　第６条の規定により通知を受けた者(以下「使用者」という。)が基本水量又は基本使用水量の変更をしようとする場合は、基本水量変更承認申請書(中遠工業用水及びふじさん工業用水(１日の予定する基本水量で承認を受けた者に限る。)にあつては様式第８号、水道用水にあつては様式第９号)又は基本使用水量変更承認申請書(様式第10号)により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。
２　基本水量及び基本使用水量の給水先内訳変更の場合においても、前項の規定を準用する。
３　前2項の申請があつた場合においては、第6条の規定を準用する。
第９条　削除
(分与等の禁止)
第10条　給水を受けた中遠工業用水、ふじさん工業用水及び柿田川等工業用水は、これを他の用途に使用し、又は他に分与し、若しくは販売してはならない。ただし、管理者の承認を受けたときは、この限りでない。
２　前項ただし書の承認を受けようとする者は、分与・目的外使用・販売承認申請書(様式第13号)により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。
(給水施設工事の承認等)
第11条　使用者は、給水施設の新設、増設、改造、修繕又は撤去の工事(以下「工事」という。)を行おうとするときは、あらかじめ給水施設工事承認申請書(様式第14号)により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微なものについては、この限りでない。
２　前項の申請書には、別に定める基準に従つた当該工事の設計書、水理計算書、図面及び仕様書(以下本条において「設計書等」という。)を添付しなければならない。
３　第1項の場合において、他人の給水施設から分岐し、又は他人の土地を使用して給水施設を設けようとするときは、その所有者及び占有者の承諾書を添付しなければならない。
４　管理者は、第１項の工事について必要があると認めるときは、随時その職員に検査を行わせることができる。
５　管理者は、工事の施行が設計書等に適合しないと認めるときは、改善その他必要な措置を命ずることができる。
６　使用者は、第１項の工事が完了した場合には、給水施設工事完了届(様式第15号)を管理者に提出し、その検査を受けなければならない。
７　第４項又は前項の規定により検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。
(給水施設の管理)
第12条　使用者は、給水施設に異状があると認めるときは、遅滞なく修繕その他必要な措置を講じなければならない。
２　中遠工業用水、ふじさん工業用水及び柿田川等工業用水の使用者で、計量法(平成４年法律第51号)に定めのない量水器を使用する者は、定期的に計量検査を受けなければならない。
３　管理者は、必要があると認めるときは、給水施設について修繕その他必要な措置を講ずるよう使用者に指示し、又は自らその措置を講ずることができる。
４　前項の措置に要した費用は、使用者から徴収する。
５　管理者は、必要があると認めるときは、その職員に使用者の給水施設に立ち入り、給水施設の検査を行わせることができる。
６　前項の検査を行う場合においては、前条第７項の規定を準用する。
(使用開始届等)
第13条　使用者は、給水施設の使用を開始し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ給水施設使用開始・廃止届(様式第17号)により管理者に届け出なければならない。
２　使用者は、給水施設の使用を休止しようとするときは、あらかじめ給水施設使用休止承認申請書(様式第18号)により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。
３　使用者が給水の承認を受けた後６箇月以内に使用を開始しないときは、これを廃止したものとみなし、又は使用者が給水施設の使用の休止後６箇月以内に使用を開始しないときは、これを再開したものとみなす。ただし、管理者が認めた場合は、この限りでない。
(給水の原則)
第14条　天災事変その他不可抗力による場合又は工業用水道施設又は水道施設の維持管理上やむを得ない場合を除くほか、給水を制限し、又は停止することはない。
２　管理者は、給水を制限し、又は停止しようとするときは、緊急の場合を除くほか、あらかじめその日時及び区域並びにその理由を使用者に通知するものとする。
３　給水の制限又は停止により生じた損害に対しては、県は、その責を負わない。
(給水の適正)
第15条　管理者は、適正かつ合理的な給水を行うため必要があると認めるときは、使用者に対し中遠工業用水、ふじさん工業用水、柿田川等工業用水又は水道用水の使用方法について適切な措置を命ずることができる。
(受水の原則)
第16条　使用者は、給水施設において、常時、均等に受水するよう努めなければならない。ただし、管理者が認めた給水施設については、この限りでない。
(権利義務の承継)
第17条　使用者について相続、合併又は分割があつたときは、相続人又は合併若しくは分割後存続する法人若しくは合併若しくは分割により設立された法人は、使用者の権利義務を承継する。この場合において、当該承継者は、承継の日から１箇月以内に承継届(様式第19号)により管理者に届け出なければならない。
(水量の計量等)
第18条　管理者は、給水開始の日から基本水量を毎月25日に計量する。ただし、その日が土曜日又は日曜日にあたるときは、その後においてその日に最も近い月曜日に計量する。この場合において、３月25日後に計量したときは、３月25日後の数量は翌月へ加えるものとする。
２　管理者は、給水開始の日から１箇月の使用水量を毎月25日に量水器により計量する。ただし、その日が土曜日又は日曜日に当たるときは、その後においてその日に最も近い月曜日に計量する。この場合において、３月25日後に計量したときは、３月25日後の数量は翌月へ加えるものとする。
３　第１項ただし書及び前項ただし書の場合において、計量日数が32日になるときは計量した水量からその水量の32分の１の水量を、計量日数が33日になるときは計量した水量からその水量の33分の２の水量を差し引いて得た水量をその月の基本水量又は使用水量とし、当該差し引いた水量は、翌月の基本水量又は使用水量に加えるものとする。
４　前項の規定は、３月25日後に計量した場合の基本水量及び使用水量の計算方法について準用する。
５　中遠工業用水、ふじさん工業用水、柿田川等工業用水及び水道用水の量水器の故障等により使用水量を計量できないときは、管理者が定める基準により使用水量を認定する。
６　使用水量が基本使用水量に満たない場合は、基本使用水量まで使用したものとみなす。
７　前項の規定は、月の中途で給水施設の使用を開始し、若しくは休止し、又は廃止した場合においても適用する。
８　月の中途で基本使用水量に変更があつた場合において、増量の場合にあつてはその月から、減量の場合にあつてはその翌月から基本使用水量の変更があつたものとみなす。
第19条　削除
(消火栓設置の承認)
第20条　工業用水道施設又は水道施設若しくは給水施設に消火栓の設置をしようとする者は、あらかじめ消火栓設置承認申請書(様式第20号)により管理者に申請し、その承認を受けなければならない。
(消火栓工事の承認等)
第21条　消火栓の新設、改造、修繕又は撤去の工事を行おうとする者は、あらかじめ消火栓工事承認申請書(様式第21号)により管理者の承認を受けなければならない。
２　前項の申請書には、別に定める基準に従つた当該工事の設計書及び図面(以下本条において「設計書等」という。)を添付しなければならない。
３　第1項の場合において、他人の給水施設に消火栓を設けようとするときは、その所有者の承諾書を添付しなければならない。
４　管理者は、第１項の工事について必要があると認めるときは、随時その職員に検査を行わせることができる。
５　管理者は、消火栓工事の施行が設計書等に適合しないと認めるときは、改善その他必要な措置を命ずることができる。
６　第４項の検査を行う場合においては、第11条第７項の規定を準用する。
(消火栓施設の管理)
第22条　消火栓施設の管理については、第12条の規定を準用する。この場合において、同条中「給水施設」とあるのは「消火栓施設」と、「使用者」とあるのは「消火栓設置者」と読み替えるものとする。
(消火栓使用の許可等)
第23条　消火演習のため、消火栓により中遠工業用水、ふじさん工業用水、柿田川等工業用水又は水道用水を使用しようとするときは、使用の前日までに消火栓使用許可申請書(様式第22号)により管理者に申請し、その許可を受けなければならない。
２　消火栓使用後は、消火栓使用報告書(様式第23号)を遅滞なく管理者に提出しなければならない。
(使用料減免の申請)
第24条　静岡県工業用水道及び水道の使用料等に関する条例(昭和42年静岡県条例第26号)第４条の規定に基づき使用料の減免を受けようとする者は、使用料免除・減額申請書(様式第24号)を管理者に提出しなければならない。ただし、管理者がその必要がないと認めるときは、この限りでない。
(給水の停止)
第25条　管理者は、使用者が次の各号の一に該当する場合は、給水を停止し、又は使用を廃止させることができる。
(1)　第10条第１項本文の規定に違反したとき。
(2)　第11条第１項本文の規定に違反して工事を行つたとき。
(3)　第11条第４項の検査及び第12条第５項の立入検査を拒み、妨げ又は忌避したとき。
(4)　第12条第３項の指示に従わず、必要な措置を講じなかつたとき。
(5)　第13条第１項の規定に違反して使用を開始したとき。
(6)　第15条の命令に従わず、適切な措置を講じなかつたとき。
(7)　使用料又は手数料の納付を怠つたとき。
(書類の経由)
第26条　この規程に基づき管理者に提出する書類は、給水区域を管轄する事務所の長を経由して、正副2部を提出しなければならない。
附　則
１　この管理規程は、公布の日から施行する。
２　この管理規程施行前に静岡県工業用水道給水規程(昭和42年静岡県事業部管理規程第6号)並びに静岡県伊豆スカイライン熱海峠水道の設置、管理及び使用料に関する条例(昭和37年静岡県条例第56号)及び静岡県伊豆スカイライン熱海峠水道の設置、管理及び使用料に関する条例施行規則(昭和38年静岡県規則第２号)の規定に基づいてなされた承認、届出その他の行為で、この管理規程中相当する規定があるものは、この管理規程の規定に基づいてなされたものとみなす。
附　則(昭和50年３月22日企業局管理規程第１号)
この管理規程は、昭和50年３月26日から施行する。
附　則(昭和54年４月１日企業局管理規程第１号)
１　この管理規程は、昭和54年４月１日から施行する。
２　改正前の静岡県工業用水道及び水道給水規程に基づいてなされた承認、届出、その他の行為で、改正後の静岡県工業用水道及び水道給水規程(以下「規程」という。)中相当する規程があるものは、改正後の規程に基づいてなされたものとみなす。
附　則(昭和55年３月21日企業局管理規程第１号)
１　この管理規程は、昭和55年3月26日から施行する。
２　改正前の静岡県工業用水道及び水道給水規程に基づいてなされた承認、届出、その他の行為は、改正後の静岡県工業用水道及び水道給水規程に基づいてなされたものとみなす。
附　則(昭和57年３月６日企業局管理規程第１号)
１　この管理規程は、昭和57年３月26日から施行する。
３　改正前の静岡県工業用水道及び水道給水規程に基づいてなされた承認、届出、その他の行為は、改正後の静岡県工業用水道及び水道給水規程に基づいてなされたものとみなす。
附　則(昭和63年５月20日企業局管理規程第５号)
この管理規程は、公布の日から施行する。
附　則(平成３年３月19日企業局管理規程第１号)
この管理規程は、平成３年４月１日から施行する。
附　則(平成６年３月31日企業局管理規程第１号)
この管理規程は、平成６年４月１日から施行する。
附　則(平成14年３月25日企業局管理規程第２号)
この管理規程は、平成14年３月26日から施行する。
附　則(平成21年12月25日企業局管理規程第７号)
この管理規程は、公布の日から施行する。
附　則(平成24年３月23日企業局管理規程第３号)
この管理規程は、平成24年３月26日から施行する。
附　則(平成28年12月20日企業局管理規程第８号)
この管理規程は、公布の日から施行する。
附　則(令和元年７月１日企業局管理規程第５号)

１　この管理規程は、不正競争防止法等の一部を改正する法律（平成30年法律第33号）の施行の日（令和元年７月１日）から施行する。

２　この管理規程の施行の際現に改正前のそれぞれの管理規程の様式により提出されている申請書等は、改正後のそれぞれの管理規程の相当する様式により提出された申請書等とみなす。

３　この管理規程の施行の際現に改正前のそれぞれの管理規程の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。

附　則(令和４年３月25日企業局管理規程第６号)
この管理規程は、令和４年３月26日から施行する。
様式第１号(第４条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
工業用水基本水量給水承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　　

　次のとおり　　　　　　工業用水の給水を受けたいので申請します。

	給水先の名称及び
所在地
	　

	
	　

	基本水量
	立方メートル／日　

	
	立方メートル／秒　

	使途
	　

	給水開始年月日
	年　　　　月　　　　日　　

	１日の使用時間
	時から　　　　時まで　　　　時間

	使用水量の

年度別推移

(立方メートル／日)
	　　年度
立方メートル／日
	　　年度
立方メートル／日
	　　年度
立方メートル／日
	　　年度
立方メートル／日
	　　年度
立方メートル／日

	産業分類
	　


　注　１　使途欄は、洗浄水、冷却水等の用途別使用水量を記載すること。
　　　２　本申請書には、給水先の位置図を添付すること。
様式第２号(第４条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
工業用水基本使用水量給水承認申請書

年　月　日

　静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　　

　次のとおり　　　　　　工業用水の給水を受けたいので申請します。

	給水先の名称及び所在地
	　

	
	　

	基本使用水量
	立方メートル／月　

	
	立方メートル／日　

	
	立方メートル／秒　

	使途
	　

	給水開始年月日
	年　　　　月　　　　日　　

	１日の使用時間
	時から　　　　時まで　　　　時間

	産業分類
	　


　注　１　使途欄は、洗浄水、冷却水等の用途別使用水量を記載すること。
　　　２　本申請書には、給水先の位置図を添付すること。
様式第３号(第５条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
水道用水基本水量給水承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　

　次のとおり　　　　　　水道用水の給水を受けたいので申請します。
	基　本　水　量
	立方メートル／日　

	給水開始年月日
	年　　　　　月　　　　　日

	基本水量給水先内訳
	名　　　称
	所　在　地
	立方メートル／日

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　


　注　本申請書には、給水先の位置図を添付すること。
様式第４号及び様式第５号　削除
様式第６号(第６条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
給水決定通知書

年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　様
静岡県公営企業管理者
企業局長　　　　　　
　　年　　月　　日付で提出のあつた給水申請については下記のとおり決定し承認します。
記
　１　工業用水道又は水道の名称
　２　基本水量　　　　　　　　　　　　　　　立方メートル／日
　　　基本使用水量　　　　　　　　　　　　　立方メートル／
　(給水先内訳及び月別内訳は別紙のとおりとする。)
　３　給水開始年月日　　　　　　　　　　　　年月日
　年月日まで
様式第７号(第７条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
月別使用水量計画書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　

　次のとおり　　　　　給水年度　　　　　水道(　　　　系)の月別予定使用水量を報告します。
(単位　立方メートル／月)
	区分

　

　月
	使用水量
	内訳

	
	
	(給水先の名称)
	(給水先の名称)
	(給水先の名称)

	
	
	(所在地)
	(所在地)
	(所在地)

	4月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	5月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	6月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	7月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	8月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	9月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	10月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	11月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	12月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	1月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	2月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	3月
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)

	合計
	(　　　　)
	(　　　)
	(　　　)
	(　　　)


注　１　前月26日から当月25日までの期間を当月とする。
　　２　括弧内は、1日最大予定水量を立方メートル／日で記載する。
様式第８号(第８条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
工業用水基本水量変更承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　　

次のとおり、　　　　　工業用水の基本水量を変更したいので申請します。

	変更する給水先の名称及び所在地
	　

	
	　

	変更基本水量(Ａ)
	立方メートル／日

	現在基本水量(Ｂ)
	立方メートル／日

	変更後基本水量

(Ａ＋Ｂ)
	立方メートル／日

	
	立方メートル／秒

	給水変更年月日
	年月日

	変更後基本水量
	使途
	　

	
	１日の使用時間
	時から　　　　　時まで　　　　　時間

	
	使用水量の

年度別推移

(立方メートル／日)
	　年度

立方メートル／日
	年度

立方メートル／日
	年度

立方メートル／日
	年度

立方メートル／日
	年度

立方メートル／日

	
	産業分類
	　


様式第９号(第８条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
水道用水基本水量変更承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　

次のとおり、　　　　水道用水の基本水量を変更したいので申請します。

	変更基本水量(Ａ）
	立方メートル／日

	現在基本水量(Ｂ）
	立方メートル／日

	変更後基本水量

(Ａ＋Ｂ）
	立方メートル／日

	給水変更年月日
	年　月　日

	変更後基本水量給水先内訳
	名称
	所在地
	現在基本水量
	変更後基本水量

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　


様式第10号(第８条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
工業用水基本使用水量変更承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　　

次のとおり　　　　工業用水の基本使用水量を変更したいので申請します。

	変更する給水先の名称及び所在地
	　

	
	　

	変更基本使用水量(Ａ)
	立方メートル／月

	現在基本使用水量(Ｂ)
	立方メートル／月

	変更後基本使用水量

(Ａ＋Ｂ)
	立方メートル／月

	
	立方メートル／日

	
	立方メートル／秒

	給水変更年月日
	年　　月　　日

	変更後基本使用水量
	使途
	　

	
	1日の使用時間
	時から　　　　　時まで　　　　　時間

	
	産業分類
	　


様式第11号及び様式第12号　削除
様式第13号(第10条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
分与・目的外使用・販売承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　印

　次のとおり工業用水を分与・目的外使用・販売したいので申請します。
	基本水量又は基本使用水量
	立方メートル／　

	分与量
	立方メートル／　

	目的外使用量
	立方メートル／　

	販売量
	立方メートル／　

	使途
	　

	期間
	年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで

	理由
	　

	分与・販売先の住所及び氏名
	　


　　注　中遠工業用水及びふじさん工業用水(１日の予定する基本水量を定めた場合に限
　　　る。)は日量で、柿田川等工業用水及びふじさん工業用水(１箇月の予定する基本使
　　　用量を定めた場合に限る。)は月量で記載すること。
様式第14号(第11条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
給水施設工事承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　　

　次のとおり給水施設の工事を施行したいので関係書類を添えて申請します。
	工業用水道又は水道の名称
	　

	工事場所及び名称
	　

	工事の種別
	　

	予定工期
	着工　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

完成　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	予定工事請負人住所、氏名
	　

	基本水量又は基本使用水量
	立方メートル／　


　注　１　工事の種別は、新設、増設、改造、修繕、撤去の別を記載すること。

　　　２　柿田川等工業用水及びふじさん工業用水(１箇月の予定する基本使用水量

　　　　を定めた場合に限る。)は月量で、その他は日量で記載すること。

様式第15号(第11条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
給水施設工事完了届

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　　

　　　年　月　日付で承認のあつた下記工事については、　　年　月　日完了したので完了検査を受けたく届け出ます。
記
	工業用水道又は水道の名称
	　

	工事場所及び名称
	　

	工事の種別
	　

	工期
	着工　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

完成　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	工事請負人住所氏名
	　

	基本水量又は基本使用水量
	立方メートル／　


　注　１　工事の種別は、新設、増設、改造、修繕、撤去の別を記載すること。
　　　２　柿田川等工業用水及びふじさん工業用水(１箇月の予定する基本使用水量を定
　　　　めた場合に限る。)は月量で、その他は日量で記載すること。
様式第16号　削除
様式第17号(第13条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
給水施設使用開始・廃止届

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　印

　次のとおり給水施設の使用を開始・廃止したいので届け出ます。
	工業用水道又は水道の名称
	　

	給水先の名称及び所在地
	　

	基本水量又は基本使用水量
	立方メートル／　

	使用開始・廃止年月日
	年　　　　　月　　　　　日

	廃止の理由
	　


　注　１　廃止の場合において、分岐引用者があるときは、その者の承諾書を添付するこ
　　　　と。
　　　２　柿田川等工業用水及びふじさん工業用水(１箇月の予定する基本使用水量を定
　　　　めた場合に限る。)は月量で、その他は日量で記載すること。

様式第18号(第13条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
給水施設使用休止承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　印

　次のとおり給水施設の使用を休止したいので申請します。
	工業用水道又は水道の名称
	　

	給水先の名称及び所在地
	　

	基本水量又は基本使用水量
	立方メートル／　

	休止期間
	年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで　

	休止の理由
	　


　注　１　休止の場合において、分岐引用者があるときは、その者の承諾書を添付するこ
　　　　と。

　　　２　柿田川等工業用水及びふじさん工業用水(１箇月の予定する基本使用水量を定
　　　　めた場合に限る。)は月量で、その他は日量で記載すること。
　
様式第19号(第17条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
承継届

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　印

　次のとおり工業用水道・水道の使用者の地位を承継したので届け出ます。
	工業用水道又は水道の名称
	　

	承継年月日
	年　　月　　日

	旧使用者の住所、氏名
	　

	基本水量又は基本使用水量
	立方メートル／　

	承継の原因
	　


様式第20号(第20条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
消火栓設置承認申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　印

　次のとおり消火栓の設置をしたいので申請します。
	工業用水道又は水道の名称
	　

	設置場所
	　

	消火栓種別
	単口　　　　　基　　　双口　　　　基　　　

	工事着手予定年月日
	年　　　　月　　　　日　　　


　注　消火栓設置図を添付すること。
様式第21号(第21条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
消火栓工事承認申請書

年　月　日

静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　　

　
　次のとおり消火栓工事を施行したいので、関係書類を添えて申請します。
	工業用水道又は水道の名称
	　

	工事場所
	　

	工事の種別
	　

	消火栓種別
	　単口　　　　　基　　　双口　　　　　基

	工期
	　　　　　　　　年　　　　月　　　　日着工

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日完成

	予定工事請負人
	　


　注　工事の種別は、新設、増設、改造、修繕、撤去の別を記載すること。
様式第22号(第23条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
消火栓使用許可申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　印

　次のとおり消火演習のため、消火栓により、工業用水道・水道を使用したいので申請します。
	工業用水道又は
水道の名称
	使用場所

(１口毎)
	月　　日時より

月　　日時まで
	使用時間

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　


　注　使用する消火栓の位置図を添付すること。
様式第23号(第23条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
消火栓使用報告書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　

　次のとおり消火栓により、工業用水道・水道を使用したので報告します。
	工業用水道又は
水道の名称
	使用場所

(1口毎)
	月　日　時より

月　日　時まで
	使用時間
	火災・消火演習の別

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　


　注　火災のため消火栓を使用した場合には、その使用した消火栓の位置図を添付するこ
　　と。
　
様式第24号(第24条関係)(用紙　日本産業規格A4縦型)
使用料免除・減額申請書

年　月　日
静岡県公営企業管理者
　企業局長
　　　　　　　　　　　　　　様
住　所（法人にあつては事務所の所在地）
氏　名（法人にあつては名称及び代表者の氏名）　　

　次のとおり使用料の免除・減額を受けたいので申請します。
	工業用水道又は水道の名称
	　

	免除・減額申請期間
	　　年　月　日より　年　月　日まで　　日間

	免除・減額申請額
	　

	同上算出の根拠
	　

	免除・減額申請理由
	　


静岡県工業用水道給水契約書
  工業用水を給水することについて、静岡県公営企業管理者（以下「甲」という｡)と（以下「乙」という｡)との間に次のとおり契約を締結する。

  （給水場所等）

第１条　乙が甲から工業用水道の給水を受ける場所、事業所名、工業用水道名及び契約水量は、次のとおりとする。

  (1) 場    所　　               

  (2) 事業所名　　                     

  (3) 工業用水道名　                   

  (4) 契約水量　　 　　　　　立方メートル／月

  （配水施設の施工等）

第２条  甲は、既設配水管から、　　　　  万円を限度として、配水施設の工事を施工する。

  （給水施設の施工）

第３条　乙は、給水施設工事に要する経費を負担するものとする。

２　乙は、前項の給水施設工事のうち配水施設から事業所に隣接する公道上までの施設の工事を、甲に委託するものとする。

３　前項の甲に委託した工事が完成したときは、乙は、当該施設を甲に無償譲渡し、甲は、当該施設を管理するものとする。

４　乙は、第２項の甲に委託する工事を除く給水施設を、静岡県工業用水道及び水道給水規程（昭和44年４月１日企業局管理規程第６号。以下「規程」という｡)第11条に定める基準により施工するものとする。

  （工業用水道使用料の納入等）

第４条　工業用水道の使用料（以下「使用料」という｡)の納入については、静岡県工業用水道及び水道の使用料等に関する条例（昭和42年条例第26号）に定めるところによるものとする。

２　乙は、甲が規程第６条第１項の規定に基づき通知する給水決定通知書の給水開始の日から、使用料を甲に納入しなければならない。

　（配水管分岐施設工事着手後の給水申請の取消し）

第５条  甲は、配水管分岐施設工事着手後、乙から給水申請の取消しの届出があった場合、これを承認しないものとする。ただし、甲が特に必要と認めるときはこの限りでない。

２　甲は、前項ただし書きにより、特に必要と認めるときは、乙に対し、甲が当該工事に要した経費を負担させることができるものとする。

  （契約水量の減量）

第６条  契約水量は減量できないものとする。ただし、甲が特に認めるときはこの限りでない。

  （使用料の減免）

第７条  甲は、特別の理由があると認めるときは、使用料を減免することができるものとする。

２  前項の規定により使用料を減免するときには、別に定める協定を締結するものとする。

 （定めのない事項の処理）

第８条  この契約に定めのない事項については、法令の定めるところによるほか、甲、乙双方協議の上処理するものとする。

  上記の契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を所持する。

          年    月    日

（甲）静岡市追手町９番６号　　

静岡県公営企業管理者　　
企業局長　　         印

（乙）            　　  　　印

静岡県中遠工業用水道給水契約書
　工業用水を給水することについて、静岡県公営企業管理者（以下「甲」という｡)と（以下「乙」という｡)との間に次のとおり契約を締結する。

  （給水場所等）

第１条　乙が甲から中遠工業用水道の給水を受ける場所、事業所名及び契約水量は、次のとおりとする。

  (1) 場所                       

  (2) 事業所名                      　　

  (3) 契約水量　　      立方メートル／日

  （配水施設の施工等）

第２条  甲は、既設配水管から、           万円を限度として、配水施設の工事を施工する。

  （給水施設の施工）

第３条　乙は、給水施設工事に要する経費を負担するものとする。

２　乙は、前項の給水施設工事のうち配水施設から事業所に隣接する公道上までの施設の工事を、甲に委託するものとする。

３　前項の甲に委託した工事が完成したときは、乙は、当該施設を甲に無償譲渡し、甲は、当該施設を管理するものとする。

４　乙は、第２項の甲に委託する工事を除く給水施設を、静岡県工業用水道及び水道給水規程（昭和44年４月１日企業局管理規程第６号。以下「規程」という｡)第11条に定める基準により施工するものとする。

  （工業用水道使用料の納入等）

第４条　工業用水道の使用料（以下「使用料」という｡)の納入については、静岡県工業用水道及び水道の使用料等に関する条例（昭和42年条例第26号）に定めるところによるものとする。

２　乙は、甲が規程第６条第１項の規定に基づき通知する給水決定通知書の給水開始の日から、使用料を甲に納入しなければならない。

　（配水管分岐施設工事着手後の給水申請の取消し）

第５条  甲は、配水管分岐施設工事着手後、乙から給水申請の取消しの届出があった場合、これを承認しないものとする。ただし、甲が特に必要と認めるときはこの限りでない。

２　甲は、前項ただし書きにより、特に必要と認めるときは、乙に対し、甲が当該工事に要した経費を負担させることができるものとする。

  （契約水量の減量）

第６条  契約水量は減量できないものとする。ただし、甲が特に認めるときはこの限りでない。

  （定めのない事項の処理）

第７条  この契約に定めのない事項については、法令の定めるところによるほか、甲、乙双方協議の上処理するものとする。

  上記の契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を所持する。

          年    月    日

　　　　　　　　　　　　　　　　      　    （甲）静岡市追手町９番６   

静岡県公営企業管理者　　
企業局長　　         印

（乙）            　 　　印

給水施設工事承認申請書作成要領

〇　給水施設工事承認申請書の作成について・・・54

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〇　給水管路の水理計算について　　　　　・・・58

〇　受水槽の容量計算について　　　　　　・・・65　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〇　ユーザー使用の水道メーターについて　・・・66

〇給水施設工事承認申請書の作成について
　給水施設工事承認申請を要する範囲は県の配水施設に接続する給水管から、自由水面を有する受水槽までとする。

　ただし、受水槽以降については配管系統図を添付すること。



	申請書


　

様式第１４号による

　添付書類：設計書、図面、水理計算書及び仕様書等


1.設計書
　

材料及び工事内容の分かるもの。


　(工事内訳程度で、明細は必要ない。)

2.図　　　面


下記の図面を標準とする。


①位　置　図　縮尺1/10,000又は1/25,000　程度のもの

②平　面　図　縮尺1/500
程度のもの

③配　管　図
　　

④配管　縦断面図


⑤配管　標準横断面図

⑥構　造　図　受水槽、量水器室、機器構造図

⑦配管系統図　受水槽以降について

　※　①、②及び③等について県の施設を青色、給水工事申請箇所

を赤色で表示すること。

3.水理計算書

　別に定める計算基準、様式によって流量、管径、水圧、受水槽の容量等計算すること。

4.仕　様　書　

量水器等機器仕様書、特定計量器承認通知書、工事仕様書


5.占用許可書及び使用承諾書

　他人の所有又は管理する土地を使用する場合は、その所有者又は管理者の許可書又は承諾書を添付すること。

	配　　管


1.管　　径　

水理計算基準によって決めること。

2.管の種類　

布設する場所の地質、荷重、水圧等を将来計画も考慮し、選択すること。

3.管の布設　

①　埋設管の土被りは重量物の通過等を考慮し、安全な深さまで埋設すること。

②　埋設物の錯綜する箇所では他の埋設物と少なくとも20㎝以上の間隔を保つこと。

③　露出管となる箇所では適当な間隔で管を固定すること。

④　曲管部あるいは伏越し部等必要に応じ防護工を施すこと。

⑤　電食、酸、アルカリによる腐食あるいは、凍結等のおそれのあるところには、十分対応できる措置を施しておくこと。

⑥　直結(受水槽を設けない)は、原則として認めない。

4.弁類の設置

①　分岐点に可能な限り近づけ、制水弁を設けること。


②　制水弁等は直接管に過重のかからない設置方法とすること。

③　管路の凸部、逆止弁の設置部等必要な箇所に空気弁を設ける

こと。

④　排泥弁施設は量水器の後方に設置し排泥先を明示すること。

	
量　水　器


1.選　　定　

①　機種、口径の選定は水理計算基準に示した資料をもとにする

こと。

②　法定メーターは、検定証印のあるもの。

③　積算指示方式は直読式とする。

④　リセット装置はあってはならない。

⑤　1,000m3/日以上受水する場合は、自動記録装置を併設するこ

と。

2.設　　置　

①　分岐点に可能な限り近づけて設けること。

②　点検及び検針に便利なように設けること。

③　空気の混入については、そのおそれのない所、又は十分対処

できるよう配慮すること。

④　特別な機種を除き水平に設置すること。

⑤　量水器前後の配管は、前部で管径の10倍以上、後部で管径の

　　5倍以上の直線区間を設けることを原則とする。

⑥　腐食、破損のおそれのないところに設けること。

⑦　その他、量水器毎に定められている設置方法に注意すること。

3.量水器室
　

検針及び点検がしやすく、汚水の入らない構造とする。

4.計量装置の保護


計量に係る装置については、公正で適正な計量を保持するために十分な保護をすること。

	受　水　槽


　

自由水面を有する受水槽を設置すること。

1.容　　　量

原則として、均等受水を可能にする調整容量をもつものとし、一

時間以上の滞留時間を有すること。

2.構　　　造

①　鉄筋コンクリート、鋼製、又は事前に県の承認を得たもの。

②　流入管は落し込み方式とし、高水位と落し込み口との間隔は

　　5㎝以上とする。

③　溢流管及び排水管を設け、排水の流末を明示しておくこと。

④　流入調整弁はウォーターハンマーの発生を防止する構造であ

ること。

	ポンプの接続


　　

受水槽以前の給水管に直結するような設置は認めない。


○　給水管路の水理計算について
〈給水管路計算基準〉

1. 　分岐点に於ける動水位は埋設管芯高に原則7.0ｍを加えた高さ

とする。

2. 　計画最大流量は将来を見込んで決めること。

3.　管路の摩擦損失計算式はヘーゼン・ウィリアムス(Haizen－

Williams)式を用い　C=110とする。

4.　必要な計算は全て土木学会・水理公式集によること。

〈検　　討〉

1. 　給水管の管芯線が動水勾配線以下であること。

2.　計画最大流量及び使用開始時流量(契約流量)による管内流速が最大3.0m/s～最小　0.3m/sの範囲内にあること。

	水　理　計　算　書　例


	〇〇〇〇株式会社
給水施設水理計算書
〇〇配管工事(株)



基　本　数　値　数
　　（流　　量）
	区　　分
	ｍ３／日
	ｍ３／時
	ｍ３／秒
	備　　考

	施設計画流量
	3,000
	125
	0.0347
	

	予定契約流量
	1,800
	 75
	0.0208
	


　　（水位関係）
	分岐点動水位

分岐点管芯高+20.00ｍ　＋　最小保証水圧+7.00ｍ
	＋27m00
	
	口径標準流量
	(φ150㎜)　20～200

	受水槽高水位
	＋13m45
	
	形式
	　軸流羽根車式

	受水槽吐出管最高管芯高
	＋14m00
	
	絞り(比)必要圧
	

	受水槽溢流管口高
	＋13m50
	
	検定年月
	　平成　　年　　月

	　

（地盤高）
	
	製造所名
	　〇〇計器製作所

	
	
	付帯機器
	　遠隔指示装置

パルス式自動記録計

	量水器付近
	＋21m50
	
	
	

	受水槽付近
	＋14m50
	
	
	

	敷地平均
	＋16m00
	
	
	


　　（受水槽）
	実容量　・　寸　法
	　（660m3）　14m×13.5m×有効水深　3.5m

	形状
	　鉄筋コンクリート造

	受水量調整方法
	受水槽水位を電極棒で深知し緩閉電動弁を作動させる。

	容量の考え方
	　別紙のとおり


　　（連絡先）

	担当者名
	
	記入日
	年　　月　　日

	所属
	
	電話
	


給水管路損失計算表

　　C=110
	位置
	損失の
種　別
	流　　量
	管径㎜
	流速m/s
	区間距離
m

(速度水頭)
	動水勾配
‰
(損失係数)
	損失水頭
m

動水位EL
	備　　考

	
	
	m3/日
	m3/秒
	
	
	
	
	
	

	あ
	
	
	
	
	
	
	
	27.00 
	分岐点管芯高+20.00ｍ　＋　最小保証水圧+7.00ｍ

	
	摩　擦
	3,000 
	0.0347 
	150 
	1.96 
	7 
	37 
	0.26 
	

	い
	
	
	
	
	
	
	
	26.74 
	

	
	摩　擦
	
	
	150 
	1.96 
	25 
	37 
	0.93 
	

	う
	
	
	
	
	
	
	
	25.81 
	

	
	摩　擦
	
	
	150 
	1.96 
	45 
	37 
	1.67 
	

	え
	
	
	
	
	
	
	
	24.14 
	

	
	摩　擦
	
	
	150 
	1.96 
	15 
	37 
	0.56 
	

	お
	
	
	
	
	
	
	
	23.58 
	

	
	摩　擦
	
	
	150 
	1.96 
	5 
	37 
	0.19 
	

	か
	
	
	
	
	
	
	
	23.39 
	

	
	摩　擦
	
	
	150 
	1.96 
	5 
	37 
	0.19 
	

	き
	
	
	
	
	
	
	
	23.20 
	

	
	流　出
	
	
	150 
	1.96 
	0.2 
	1.00 
	0.20 
	吐出口

	く
	
	
	
	
	
	
	
	23.00 
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



[image: image2]
〇〇〇〇株式会社

給水施設工事に伴う水理計算

1． 給水量について

施設計画水量

3,000　ｍ３／日

予定契約流量

1,800　ｍ３／日

1時間の給水量

3,000÷24＝125　ｍ３／時

1秒間の給水量

125÷3,600＝0.0347　ｍ３／秒

1日の給水時間

24時間

2． 口径の決定

	　Ｄ　＝　1.625　×　Ｃ－0.38　×　Ｑ0.38　×　Ｉ－0.205


Ｑ＝0.0347ｍ３／s

Ｃ＝110

Ｉ＝Ｈ／L

L＝102m

Ｈ＝（分岐点（あ）管芯高）－（吐出（き）管芯高）

＋（分岐点（あ）動水位）

　＝　20.00　－　13.50　＋　7.00　＝　13.50　m

Ｉ＝　13.50　÷　102　＝　0.132

Ｄ＝1.625÷Ｃ0.38×Ｑ0.38÷Ｉ0.205

　＝1.625÷1100.38×0.03470.38÷0.1320.205

　＝1.625÷5.967×0.2788÷0.6603

　＝0.115m　＝　115㎜

安全を見込んで、管口径は150㎜とする。
3． 流　　速　（V）

Ｑ＝0.0347ｍ３／s

Ｄ＝0.15m
Ａ＝1/4πＤ２＝3.14×0.15２÷４＝0.0177m２
Ｖ＝Ｑ÷Ａ

　＝0.0347÷0.0177　＝　1.96m／s

4． 管路の摩擦損失水頭　（ｈ）

L　＝102m
Ｉ＝ｈ÷L　＝　摩擦損失水頭÷管延長

	Ｉ　＝　10.666　×　Ｃ－1.85　×　Ｄ－4.87　×　Ｑ1.85


　＝10.666÷Ｃ1.85÷Ｄ4.87×Ｑ1.85
　＝10.666÷1101.85÷0.154.87×0.03471.85
　＝10.666÷5,978÷0.000097×0.00199

　＝0.037　（＝37‰）

h＝0.037　×　102.2m　＝　3.78m

＜検　　討＞

1． 　管芯線が動水勾配線以下であること。


動水位検討図のとおり

2． 　施設計画流量及び予定契約流量による管内流速が、

3.0ｍ／s～0.3ｍ／sの範囲内にあること。

施設計画流量（Ｑ１）　………0.0347ｍ3／s

予定契約流量（Ｑ２）　………0.0208ｍ3／s

給水管径
Ｄ＝150㎜
Ａ＝１／４πＤ2＝3.14×0.152÷4

＝0.177m2
Ｖ１＝Ｑ１／Ａ＝0.0347／0.0177　＝　1.96ｍ／s

Ｖ２＝Ｑ２／Ａ＝0.0208／0.0177　＝　1.17ｍ／s

ゆえに

3.0　≧　Ｖ１　≧　0.3

3.0  ≧　Ｖ２　≧　0.3

	満足している。


○　受水槽の容量計算について
１．時間別使用水量（今回施設の最終計画）下表のとおりである。

時間別使用水量表（m3／時間）

	時間帯
	時間数
	時間当り数量
	時間帯使用水量
	備　考

	 6:00～ 9:00
	3 
	75 
	225 
	

	 9:00～12:00
	3 
	200 
	600 
	

	12:00～13:00
	1 
	150 
	150 
	

	13:00～16:00
	3 
	200 
	600 
	

	16:00～21:00
	5 
	150 
	750 
	

	21:00～24:00
	3 
	75 
	225 
	

	 0:00～ 6:00
	6 
	75 
	450 
	

	（使用時間数）
	24 
	（総使用水量）
	3,000 
	


２．
受水槽による純調整容量







２４時間均等受水とすると、１時間あたりの受水量は




3,000 m3/日÷　24　時間＝　　125　m3

平均水量内の時間帯分を貯留すればよいから



（125－75）×（3＋3＋6）＝600m3

滞留時間は１時間以上を有する　600≧125　　
ＯＫ

３．
受水槽容量の決定







純調整容量に１割程度を余裕として見込み受水槽の容量を
660m3とする。
○　ユーザー使用の水道メーターについて
(1) 　計量法に基づく取り扱い

①　規制対象範囲（検定対象）

計量法上の水道メーターとは、口径350㎜以下のもの（施行令第２条五のイの(１)）で上水道・農業用水道・工業用水道の取引証明用として用いる場合は、計測原理を問わず水道メーターとして取り扱われる。

例）

イ.　接線流羽根車式水道メーター

ロ.　軸流羽根車式水道メーター

ハ.　電磁式水道メーター

②　検定の有効期間（施行令第18条）

水道メーター‥‥‥‥８年

８年を経過したら交換または検定を受ける。

③　流量域及び検定公差（検定検査規則第325条）

（1）流量域（標準流量：ｑｐ，使用最小流量ｑmin，転移流量ｑｔ）

ｑｐ＜５m3/hのもの
ｑmin
：0.02ｑｐ　

ｑｔ
：0.08ｑｐ　

ｑｐ≧５m3/hのもの
ｑmin
：0.03ｑｐ　

ｑｔ
：0.20ｑｐ
ただし、よこ型軸流羽根車式水道メーターにあって

ｑｐ≧５m3/hのもの
ｑmin
：0.08ｑｐ　

ｑｔ
：0.30ｑｐ
（2）検定公差




±５％






±２％



ｑmin　
ｑｐ　


２ｑｐ
　

④　使用公差（検定検査規則第336条）（ユーザー）



±８％






±４％



ｑmin　
ｑｐ　


２ｑｐ
　

⑤　修　　理

検定期間中、メーターが故障したときは「軽微な修理」以外は法で定められた認可事業体（メーカー）に委託、修理することになる。

「軽微な修理」（施行規則第10条）とは次のとおりとする。

・　積算体積系に係る次に掲げる修理

・　水道メーターに係るストレーナー又はパッキンの取替え　

又は清掃

・　電池、ヒューズ、電源コードその他の電源部の補修又は

取替え

・　外箱を開けないで行うねじ、ゴム足、外箱その他の部品

　　の補修又は取替え

注）ふたの取換は改造工事となるため検定が必要となる。

(2) 　法適用外水道メーターの取り扱い

口径400㎜以上のもの

(3) 　県工業用水道に使用する水道メーターの点検期間

通常の維持管理に徹底を期すことが第１であるため定期点検を実施する

定期点検期間
（400㎜以上のもの）

	期　間
	点検主体

	１年
	メーカー


※点検内容は、メーカーのチェックシートによる。


静岡県企業局へのお問い合わせ先
静岡県企業局ホームページアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.pref.shizuoka.jp/kigyou/
＜本　庁＞

企業局経営課　〒420-8601　静岡市葵区追手町9-6

TEL　054-221-2329　FAX　054-251-5381

       E-mail   kigyou_keiei@pref.shizuoka.lg.jp

企業局水道企画課　〒420-8601　静岡市葵区追手町9-6

TEL　054-221-2262　FAX　054-251-5381

      E-mail   kigyou_jigyou@pref.shizuoka.lg.jp
＜出先事務所＞

東部事務所総務課　〒421-3306　富士市中之郷2100

TEL　0545-81-1360　FAX　0545-81-1402

　　　 E-mail   kigyou-tobu@pref.shizuoka.lg.jp

※　柿田川工業用水道、ふじさん工業用水道、静清工業用水道
に関すること。
西部事務所総務課　〒438-0006　磐田市寺谷2258

TEL　0538-38-1271　FAX　0538-38-1275

　　　 E-mail   kigyou-seibu@pref.shizuoka.lg.jp

※　中遠工業用水道、西遠工業用水道、湖西工業用水道に関す
ること。
企業局施工分がある場合の追加手続き





企業局施工分の工事委託契約の締結（企業局に委託する場合）





満足している。








